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議案第５１号  

   射水市個人情報保護条例の一部改正について  

 射水市個人情報保護条例の一部を次のように改正する。  

  令和３年９月２日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

   射水市個人情報保護条例の一部を改正する条例  

 射水市個人情報保護条例（平成１７年射水市条例第２１号）の一部を次のよ 

うに改正する。 

 第３４条第２号中「総務大臣」を「内閣総理大臣」に、「第１９条第７号」 

を「第１９条第８号」に、「同条第８号」を「同条第９号」改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。  
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議案第５２号 

   射水市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利 

用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の 

提供に関する条例の一部改正について 

 射水市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部

を次のように改正する。 

  令和３年９月２日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

射水市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利 

用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の 

提供に関する条例の一部を改正する条例  

 射水市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す 

る法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２ 

７年射水市条例第４８号）の一部を次のように改正する。 

 第１条及び第５条中「第１９条第１０号」を「第１９条第１１号」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。  
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議案第５３号 

   射水市市税条例の一部改正について 

 射水市市税条例の一部を次のように改正する。 

  令和３年９月２日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

射水市市税条例の一部を改正する条例  

 射水市市税条例（平成１７年射水市条例第７８号）の一部を次のように改正 

する。 

 第２４条第２項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳未満の者及び控除 

対象扶養親族に限る。以下この項において同じ。）」を加える。 

 第３４条の７第１項中「租税特別措置法」の次に「（昭和３２年法律第２６ 

号）」を、「該当するもの」の次に「及び出資に関する業務に充てられること 

が明らかなもの」を加え、「同項」を「法第３１４条の７第１項」に改める。 

 第３６条の３の３第１項中「控除対象扶養親族を除く」を「年齢１６歳未満 

の者に限る」に改める。 

 附則第５条第１項中「及び扶養親族」の次に「（年齢１６歳未満の者及び控 

除対象扶養親族に限る。以下この項において同じ。）」を加える。 

 附則第６条中「令和４年度」を「令和９年度」に改める。 

 附則第１０条の２中第２４項を第２５項とし、第２３項を第２４項とし、第 

２２項の次に次の１項を加える。 
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２３ 法附則第１５条第４６項に規定する市町村の条例で定める割合は３分

の１とする。 

附 則 

（施行期日）  

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。  

 (1) 附則第１０条の２第２４項を第２５項とし、同条第２３項を第２４項と

し、同条第２２項の次に１項を加える改正規定 特定都市河川浸水被害対

策法等の一部を改正する法律（令和３年法律第３１号）の施行の日又はこ

の条例の公布の日のいずれか遅い日  

 (2) 第３４条の７第１項の改正規定及び附則第６条の改正規定並びに次条

第１項の規定 令和４年１月１日  

 (3) 第２４条第２項及び第３６条の３の３第１項の改正規定並びに附則第

５条第１項の改正規定並びに次条第２項の規定 令和６年１月１日  

 （市民税に関する経過措置）  

第２条 この条例による改正後の射水市市税条例（以下「新条例」という。）  

 第３４条の７第１項の規定は、所得割の納税義務者がこの条例の施行の日  

 （以下この条において「施行日」という。）以後に支出する同項に規定する  

 寄附金又は金銭について適用し、所得割の納税義務者が施行日前に支出した  

 この条例による改正前の射水市市税条例第３４条の７第１項に規定する寄  

 附金又は金銭については、なお従前の例による。  

２ 新条例の規定中個人の市民税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の  
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 個人の市民税について適用し、令和５年度分までの個人の市民税については、 

 なお従前の例による。  

 （固定資産税に関する経過措置）  

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部  

分は、令和３年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和２年度分  

までの固定資産税については、なお従前の例による。  

２ 地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第２６号）の施行の日か  

 ら令和３年３月３１日までの期間（以下この項において「適用期間」という。） 

 内に地方税法等の一部を改正する法律（令和３年法律第７号。次項において  

 「改正法」という。）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和２５年法  

 律第２２６号）附則第６４条に規定する中小事業者等（以下この項において  

 「中小事業者等」という。）が取得（同条に規定する取得をいう。以下この  

 項において同じ。）をした同条に規定する家屋及び構築物（中小事業者等が、  

 同条に規定するリース取引（以下この項において「リース取引」という。）  

 に係る契約により家屋及び構築物を引き渡して使用させる事業を行う者が  

 適用期間内に取得をした同条に規定する先端設備等に該当する家屋及び構  

 築物を、適用期間内にリース取引により引渡しを受けた場合における当該家  

 屋及び構築物を含む。）に対して課する固定資産税については、なお従前の  

 例による。  

３ 新条例附則第１０条の２第２５項の規定は、令和３年４月１日以後に改正  

 法第１条の規定による改正後の地方税法附則第６４条に規定する中小事業

者等（以下この項において「中小事業者等」という。）が取得（同条に規定
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する取得をいう。以下この項において同じ。）をした同条に規定する特例対

象資産（以下この項において「特例対象資産」という。）（中小事業者等が、

同条に規定するリース取引（以下この項において「リース取引」という。）

に係る契約により特例対象資産を引き渡して使用させる事業を行う者が当

該特例対象資産のうち、機械及び装置、工具、器具及び備品並びに同条に規

定する建物附属設備にあっては生産性向上特別措置法（平成３０年法律第２

５号）の施行の日以後、家屋及び構築物にあっては地方税法等の一部を改正

する法律（令和２年法律第２６号）の施行の日以後に取得をした同条に規定

する先端設備等に該当する特例対象資産を、令和３年４月１日以後にリース

取引により引渡しを受けた場合における当該特例対象資産を含む。）に対し

て課する産業競争力強化法等の一部を改正する等の法律（令和３年法律第７

０号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日の属する年の翌年の１月１

日（当該施行の日が１月１日である場合には、同日）を賦課期日とする年度

以後の年度分の固定資産税について適用する。  
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議案第５４号  

射水市手数料条例の一部改正について  

 射水市手数料条例の一部を次のように改正する。  

  令和３年９月２日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

射水市手数料条例の一部を改正する条例  

 射水市手数料条例（平成１７年射水市条例第８０号）の一部を次のように改

正する。  

 別表第２項第７号の表中８の項を削り、９の項を８の項とし、１０の項から

１４の項までを１項ずつ繰り上げる。  

附 則  

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の射水市手数料条 

例の規定は、令和３年９月１日から適用する。 
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議案第５５号  

射水市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める 

条例の一部改正について 

射水市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を次のように改正する。 

  令和３年９月２日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

射水市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める 

条例の一部を改正する条例 

 射水市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２

６年射水市条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

     「  

 目次中   第５章 事業所内保育事業（第４３条－第４９条） を 

                              」  

「  

  第５章 事業所内保育事業（第４３条－第４９条）  

  第６章 雑則（第５０条） 

                         」  

 本則に次の１章を加える。 

   第６章 雑則  

に改める。  
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 （電磁的記録） 

第５０条 家庭的保育事業者等及びその職員は、記録、作成その他これらに類

するもののうち、この条例の規定において書面等（書面、書類、文書、謄本、

抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識すること

ができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同

じ。）により行うことが規定されている又は想定されるものについては、当

該書面等に代えて、当該書面等に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式

その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録で

あって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行

うことができる。 

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第５６号  

射水市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関 

する基準を定める条例の一部改正について 

射水市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を次のように改正する。 

  令和３年９月２日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号 

射水市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関 

する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 射水市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例（平成２６年射水市条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

     「 

        第３節 特例地域型保育給付費に関する基準（第５２ 

       条・第５３条）         

                                 」 

「 

   第３節 特例地域型保育給付費に関する基準（第５２ 

  条・第５３条）            

  第４章 雑則（第５４条） 

                            」 

を 

に改める。 

目次中 
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 第６条第２項から第６項までを削る。  

第３９条第２項を削る。 

 本則に次の１章を加える。 

   第４章 雑則  

 （電磁的記録） 

第５４条 特定教育・保育施設等は、記録、作成、保存その他これらに類する

もののうち、この条例の規定において書面等（書面、書類、文書、謄本、抄

本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することが

できる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同

じ。）により行うことが規定されているものについては、当該書面等に代え

て、当該書面等に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算

機による情報処理の用に供されるものをいう。以下この条において同じ。）

により行うことができる。 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定による書面等の交付又は提出に

ついては、当該書面等が電磁的記録により作成されている場合には、当該書

面等の交付又は提出に代えて、第４項で定めるところにより、教育・保育給

付認定保護者の承諾を得て、当該書面等に記載すべき事項（以下この条にお

いて「記載事項」という。）を電子情報処理組織（特定教育・保育施設等の

使用に係る電子計算機と、教育・保育給付認定保護者の使用に係る電子計算

機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以下この条におい

て同じ。）を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって
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次に掲げるもの（以下この条において「電磁的方法」という。）により提供

することができる。この場合において、当該特定教育・保育施設等は、当該

書面等を交付又は提出したものとみなす。 

 (1) 電子情報処理組織を使用する方法のうちア又はイに掲げるもの 

ア 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機と教育・保育給付認定

保護者の使用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送

信し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する

方法 

イ 特定教育・保育施設等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

に記録された記載事項を電気通信回線を通じて教育・保育給付認定保護

者の閲覧に供し、教育・保育給付認定保護者の使用に係る電子計算機に

備えられた当該教育・保育給付認定保護者のファイルに当該記載事項を

記録する方法（電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又は受けない旨

の申出をする場合にあっては、特定教育・保育施設等の使用に係る電子

計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法） 

 (2) 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一 

  定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイ

ルに記載事項を記録したものを交付する方法 

３ 前項各号に掲げる方法は、教育・保育給付認定保護者がファイルへの記録

を出力することによる文書を作成することができるものでなければならな

い。 

４ 特定教育・保育施設等は、第２項の規定により記載事項を提供しようとす
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るときは、あらかじめ、当該記載事項を提供する教育・保育給付認定保護者

に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は

電磁的方法による承諾を得なければならない。 

 (1) 第２項各号に規定する方法のうち特定教育・保育施設等が使用するもの 

 (2) ファイルへの記録の方式 

５ 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育施設等は、当該教育・保育給

付認定保護者から文書又は電磁的方法により、電磁的方法による提供を受け

ない旨の申出があったときは、当該教育・保育給付認定保護者に対し、第２

項に規定する記載事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。ただし、

当該教育・保育給付認定保護者が再び前項の規定による承諾をした場合は、

この限りでない。 

６ 第２項から第５項までの規定は、この条例の規定による書面等による同意

の取得について準用する。この場合において、第２項中「書面等の交付又は

提出」とあり、及び「書面等に記載すべき事項（以下この条において「記載

事項」という。）」とあるのは「書面等による同意」と、「第４項」とあるの

は「第６項において準用する第４項」と、「提供する」とあるのは「得る」

と、「書面等を交付又は提出した」とあるのは「書面等による同意を得た」

と、「記載事項」とあるのは「同意に関する事項」と、「提供を受ける」とあ

るのは「同意を行う」と、「受けない」とあるのは「行わない」と、第４項

中「記載事項を提供しよう」とあるのは「同意を得よう」と、「記載事項を

提供する」とあるのは「同意を得ようとする」と、同項第１号中「第２項各

号」とあるのは「第６項において準用する第２項各号」と、第５項中「提供
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を受けない」とあるのは「同意を行わない」と、「第２項に規定する記載事

項の提供」とあるのは「この条例の規定による書面等による同意の取得」と

読み替えるものとする。 

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第５７号 

   射水市地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強 

化に関する法律の施行に伴う固定資産税の課税免除に関する条 

例の一部改正について 

 射水市地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する

法律の施行に伴う固定資産税の課税免除に関する条例の一部を次のように改

正する。 

  令和３年９月２日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

射水市条例第  号  

   射水市地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強 

化に関する法律の施行に伴う固定資産税の課税免除に関する条 

例の一部を改正する条例 

射水市地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する

法律の施行に伴う固定資産税の課税免除に関する条例（平成２０年射水市条例

第６号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「起算して５年以内」を「令和５年３月３１日まで」に改める。  

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第５８号 

令和２年度射水市水道事業会計未処分利益剰余金の処分につい  

て  

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、

令和２年度射水市水道事業会計未処分利益剰余金５８８，０３３，５２５円の

うち３０４，０００，０００円を資本金に組み入れるとともに、２８４，００

０，０００円を減債積立金に積み立て、残余を繰り越すものとする。  

  令和３年９月２日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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議案第５９号 

令和２年度射水市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分につ 

いて 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、

令和２年度射水市下水道事業会計未処分利益剰余金７１２，００１，４９９円

のうち３２８，０００，０００円を資本金に組み入れるとともに、３８４，０

００，０００円を減債積立金に積み立て、残余を繰り越すものとする。 

  令和３年９月２日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  
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報告第 ８ 号 

   専決処分の報告について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、議

会において指定されている事項について専決処分したので、同条第２項の規定

によりこれを報告する。 

  令和３年９月２日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 

記  

和解及び損害賠償額の決定 

専決処分

番     号  
専決処分年月日  専決処分の内容  

１９  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ７７６，６００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１０日  
    場 所 射水市南太閤山１４丁目地内 

２０  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ６１２，８１１円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１１日  
    場 所 射水市津幡江地内 

２１  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ９０，２００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１１日  
    場 所 射水市戸破地内  
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専決処分

番     号  
専決処分年月日  専決処分の内容  

２２  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ２９９，２００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月９日  
    場 所 射水市三ケ地内  

２３  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ９９，０００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１１日  
    場 所 射水市片口高場地内  

２４  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ８６，９００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１０日  
    場 所 射水市射水町一丁目地内 

２５  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 １９２，５００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１１日  
    場 所 射水市八塚地内 

２６  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ２６１，６９０円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１０日  
    場 所 射水市作道地内  
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専決処分

番     号  
専決処分年月日  専決処分の内容  

２７  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 １４４，１００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１１日  
    場 所 射水市戸破地内  

２８  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ３００，３００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   南砺市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１０日  
    場 所 射水市高場新町三丁目地内  

２９  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ７４，８００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１０日  
    場 所 射水市戸破地内 

３０  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 １４５，２００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月８日  
    場 所 射水市黒河地内 

３１  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ６４，９００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１６日  
    場 所 射水市三ケ地内  
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専決処分

番     号  
専決処分年月日  専決処分の内容  

３２  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ６４，９００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１９日  
    場 所 射水市浄土寺地内  

３３  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 １５４，０００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月９日  
    場 所 射水市橋下条地内  

３４  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ８０，３００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１０日  
    場 所 射水市戸破地内 

３５  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ３４２，０００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月９日  
    場 所 射水市三ケ地内 

３６  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 １２５，４９３円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年２月１８日  
    場 所 射水市橋下条地内  
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専決処分

番     号  
専決処分年月日  専決処分の内容  

３７  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 １７９，３００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年２月１８日  
    場 所 射水市手崎地内  

３８  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 １１７，３７０円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１１日  
    場 所 射水市片口高場地内  

３９  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ３３，０００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月８日  
    場 所 射水市浄土寺地内 

４０  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ６４，５７０円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月９日  
    場 所 射水市橋下条地内 

４１  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ８４，７００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月９日  
    場 所 射水市太閤山１丁目地内  
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専決処分

番     号  
専決処分年月日  専決処分の内容  

４２  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ２１４，０００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１０日  
    場 所 射水市庄西町二丁目地内  

４３  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ５２，８００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月９日  
    場 所 射水市庄川本町地内  

４４  令和３年７月９日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ３４０，０００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１０日  
    場 所 射水市水戸田地内 

４５  令和３年７月３０日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ６５，６９２円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１０日  
    場 所 射水市戸破地内 

４６  令和３年７月３０日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 １４１，９００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１０日  
    場 所 射水市黒河地内  
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専決処分

番     号  
専決処分年月日  専決処分の内容  

４７  令和３年７月３０日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ２４１，５７７円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１０日  
    場 所 射水市戸破地内  

４８  令和３年７月３０日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ４４０，０００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１０日  
    場 所 射水市水戸田地内  

４９  令和３年７月３０日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 ９５，７００円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１１日  
    場 所 射水市赤井地内 

５０  令和３年７月３０日  

１ 和解及び損害賠償の内容  
   責任割合  市 １００パーセント  

損害賠償額 市 １１１，７７４円  
２ 和解及び損害賠償の相手方  
   射水市在住１名  
３ 事由  
   除雪車による物損事故  
    発生日 令和３年１月１２日  
    場 所 射水市東明西町地内 
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報告第 ９ 号 

令和２年度射水市健全化判断比率の報告について 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３

条第１項の規定により、令和２年度決算に基づく健全化判断比率を、別紙監査

委員の意見を付けて報告する。  

令和３年９月２日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  

記  

 健全化判断比率  

 （単位：％） 

実質赤字比率  連結実質赤字比率 実質公債費比率  将来負担比率  

―  

（１２．０６）  

―  

（１７．０６）  

８．８  

（２５．０）  

８８．８  

（３５０．０）  

備考 

 １ 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合及び実質公債費比率又は将来負担比率

が算定されない場合は、「－」を記載 

 ２ 括弧内は、本市の早期健全化基準 
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報告第１０号 

   令和２年度射水市資金不足比率の報告について  

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２

２条第１項の規定により、令和２年度決算に基づく資金不足比率を、別紙監査

委員の意見を付けて報告する。  

  令和３年９月２日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  

記  

 資金不足比率 

特別会計の名称 資金不足比率（％） 

水道事業会計 資金不足額なし 

下水道事業会計 資金不足額なし 

病院事業会計 ９．５ 

備考 上記、いずれの会計も経営健全化基準は、２０．０％ 
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（別 紙）  
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報告第１１号 

   令和２年度射水市継続費精算報告について（一般会計）  

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第２項の規定によ

り調整した令和２年度射水市継続費（一般会計）の精算について、別紙のとお

り報告する。  

  令和３年９月２日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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認定第  １  号  

   令和２年度射水市一般会計歳入歳出決算認定について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和２年度射水市一般会計歳入歳出決算を別冊のとおり、監査委員の意見を付け

て議会の認定に付する。  

  令和３年９月２日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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認定第  ２  号  

   令和２年度射水市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定    

について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和２年度射水市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり、監査

委員の意見を付けて議会の認定に付する。  

  令和３年９月２日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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認定第  ３  号  

   令和２年度射水市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算認    

定について  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和２年度射水市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり、監

査委員の意見を付けて議会の認定に付する。  

  令和３年９月２日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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認定第  ４  号  

   令和２年度射水市介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定につ    

いて  

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、令

和２年度射水市介護保険事業特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり、監査委員

の意見を付けて議会の認定に付する。  

  令和３年９月２日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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認定第  ５  号  

   令和２年度射水市水道事業会計決算認定について  

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和２年度射水市水道事業会計決算を別冊のとおり、監査委員の意見を付けて

議会の認定に付する。  

  令和３年９月２日 提  出  

射水市長 夏 野 元 志  
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認定第 ６ 号  

   令和２年度射水市下水道事業会計決算認定について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和２年度射水市下水道事業会計決算を別冊のとおり、監査委員の意見を付け

て議会の認定に付する。 

  令和３年９月２日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  
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認定第 ７ 号  

   令和２年度射水市病院事業会計決算認定について 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

令和２年度射水市病院事業会計決算を別冊のとおり、監査委員の意見を付けて

議会の認定に付する。 

  令和３年９月２日 提  出 

射水市長 夏 野 元 志  

 



 


